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用語の定義 

 

No. 用語 解説 

1. 混合廃棄物 本マニュアルにおいては、津波等により発生した、石綿含

有建材を含む様々な建材等が混合した状態の廃棄物を

「混合廃棄物」と記した。 

2. 建築物等 建築物及び工作物を示し、すべての建築物及び煙突、サイ

ロ、鉄骨架構、上下水道管等の地下埋設物、化学プラント

等の土地に固定されたものをいい、建築物には、建築物に

おける給水、排水、換気、暖房、冷房、排煙の設備等の建

築設備を含む。 

3. 吹付け石綿 石綿含有吹付け材のことで、いわゆるレベル 1 の石綿含

有建材全般を指す。狭義の建築材料としての吹付け石綿

のほか、石綿含有吹付けロックウールや石綿含有吹付け

バーミキュライト、石綿含有吹付けパーライト等を含む。

本マニュアルでは、大気汚染防止法施行令に従い、「吹付

け石綿」と記した。 

4. 仮置場 自治体が設置する、災害廃棄物の一時的な受入れ場所

（『第８章』及び『第 10章』参照） 

5. 廃石綿等 一般に、吹付け石綿、保温材等を除去した物で、飛散性の

石綿廃棄物といわれるもの。除去に用いたビニールシー

トや防じんマスク等の石綿の付着した廃棄物も含む。 

本マニュアルでは、石綿含有とみなして除去したものに

ついても同様に扱うよう求めている。 

6. 石綿含有廃棄物 石綿が 0.1％を超えて含有する廃棄物であって、廃石綿等

以外の廃棄物。本マニュアルでは、石綿含有とみなして除

去したものについても同様に扱うよう求めている。 

7. 石綿含有廃棄物等 

（廃石綿等及び石綿含

有廃棄物） 

廃石綿等及び石綿含有廃棄物の総称 

本マニュアルにおいては、石綿含有廃棄物との誤解を避

けるため、可能な限り「石綿含有廃棄物等（廃石綿等及び

石綿含有廃棄物）」と記した。 

8. 障害 被災による影響 

9. 応急危険度判定 震災時に二次災害防止のために実施される調査。 

10. 注意解体 障害によって建築物等への立入が出来ない場合の解体 

（『第５章』及び『第７章』参照） 



 

168 

災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアル改訂検討会名簿 

（敬称略） 
委員 

 

 青島 等 一般社団法人 日本建設業連合会 

 浅見 琢也 一般社団法人 JATI 協会 技術参与 

 葛西 正敏 
公益社団法人 全国産業廃棄物連合会 建設廃棄物部会 
混合廃棄物分科会 副座長 

 貴田 晶子 愛媛大学農学部 客員教授 

座長 小林 悦夫 公益財団法人 ひょうご環境創造協会 顧問 

  斉藤 文明 
アゼアス株式会社  
取締役執行委員 防護服・環境資機材営業部部長 

  佐久間 隆造 
全国アスベスト適正処理協議会 
施工技術部会 部会長 

  佐々木 隆一 
宮城県 保健環境センター 
生活化学部 部長 

 寺園 淳 
国立研究開発法人 国立環境研究所 
資源循環・廃棄物研究センター 副センター長 

 村岡 俊彦 
熊本県 環境生活部 
循環社会推進課 主幹 

 村山 康樹 
東京都環境局 
環境改善部大気保全課 課長代理 

オブザーバー 

 小林 弦太 
厚生労働省 労働基準局 安全衛生部化学物質対策課 
中央労働衛生専門官 

 佐々木 昇平 
国土交通省 土地・建設産業局 建築業課 
課長補佐 

 山口 義敬 
国土交通省 住宅局建築指導課 
課長補佐 

 田中 佳幹 
国土交通省 住宅局建築指導課 建築物防災対策室 
防火係長 （平成 28 年度） 

 杉野 友香 
国土交通省住宅局建築指導課 建築物防災対策室 
防火係長 （平成 29年度） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアル（改訂版） 

平成 29 年 9 月 

編者 

・環境省 水・大気環境局 大気環境課 

・災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアル改訂検討会 

 問合せ先 環境省 水・大気環境局 大気環境課 

  〒100-8975 

東京都千代田区霞が関 1-2-2 

TEL 03-3581-3351（代表） 

TEL 03-5521-8293（直通） 

FAX 03-3580-7173 

 


